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令和２年度　自己評価計画書
主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

①

新たな遅刻カードの運用、段階
的な遅刻防止指導を取り入れ、
遅刻者を減らす。

生徒指導課
全職員

4年前より朝学習の時間を取り入れたこ
とで遅刻が大幅に減少してきている。そ
のため、２月時点では４つのクラスで無
遅刻日数60日を超えることができた。
遅刻常習者数も減少傾向にあるので、無
遅刻日数を80日に引き上げて達成を目指
す。

【成果指標】
生徒の遅刻数が減少する。

無遅刻日数が80日を超えるクラスが
Ａ　全クラスが達成できた
Ｂ　４つ以上のクラスが達成できた
Ｃ　３つ以上のクラスが達成できた
Ｄ　３クラス未満の達成であった

Ｂに達成しない
とき、取り組み
の見直しをす
る。

2月に調査する。

②

あいさつ講習会の開催などによ
り登校時、下校時及び授業の挨
拶時には大きな声で主体的に挨
拶できるようにする。また、部
活動単位やクラス単位、また有
志の生徒を募り、生徒による挨
拶運動を積極的に取り入れてい
く。

生徒指導課
全職員

前年度は「明るく大きな声で習慣的に挨
拶ができるようになった」と実感できる
生徒の割合が75％であった。挨拶をする
生徒は増えているが、主体的に挨拶を行
うところまで習慣づけられているとは言
えず、教員と生徒の評価はかけ離れてい
る。

【満足度指標】
生徒が先手の挨拶をできるよう
になったと実感できる。

生徒が先手の挨拶をできるようになっ
たと実感できる教員の割合が
Ａ　80％以上である
Ｂ　70％以上である
Ｃ　60％以上である
Ｄ　50％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学校評
価アンケート（教
員）により評価す
る。「生徒はしっか
りと先手のあいさつ
ができる」を追加
し、この項目により
評価する。

③

生徒会主催のいじめ撲滅キャン
ペーンを行い、放送等によるい
じめ防止啓発活動を行うなど、
いじめを見逃さない学校づくり
のための対応や体制づくりの向
上を図る。

生徒指導課
全職員

前年度はいじめに関する生徒アンケート
の回数を増やし、早期発見と対策に努め
たものの生徒のアンケート結果では63％
のD評価であり、生徒にとってはいじめ
防止対する取組に満足しているわけでは
ない。

【満足度指標】
いじめ防止に関する各種取組に
よりいじめ防止につなげるとと
もに、いじめの早期発見、相談
にきめ細かく対応するなどいじ
めを見逃さない学校づくりに努
める。

いじめを見逃さない学校づくりのため
に、適切な取り組みがされていると実
感できる生徒の割合が
Ａ　85%以上である
Ｂ　75%以上である
Ｃ　65%以上である
Ｄ　65%未満である

Ｂに達しないと
きは、取り組み
方の見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

④

スマートフォン等の使用に係る
問題点や危険性について、朝学
習の時間や昼休みの放送及び集
会などでモラルやマナーを理解
させていく。

生徒指導課
全職員

新入生向けにスマートフォン等の使用に
関する危険性等について講演を実施して
いるが、多くの問題やトラブルが起きて
いる。

【成果指標】
スマートフォン等の使用に係る
問題や危険性について理解が深
まった。

スマートフォン等の使用に係る問題や
危険性について理解が深まり、使用に
ついてのモラルやマナーを守っている
生徒の割合が
A　80%以上である
B　70%以上である
C　60%以上である
D　60%未満である

Ｂに達しないと
きは、取り組み
方の見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

①

学び直しを継続的に実施する。
また、授業ではねらいを明示し
たりＩＣＴを効果的に活用し、
主体的・対話的で深い学びにつ
ながる授業に努める。

教務課
各教科

理解を深める指導のために、「学び直
し」を導入し３年目となる。基礎学力の
定着及び授業への積極的な取組を評価す
るルーブリック評価を行ったことで、
86％の生徒が学力が身に付いたと回答し
ている。

【満足度指標】
授業を受けて学力が身に付いた
と実感できる。

授業を受けて学力（知識・能力）が身
に付いたと実感できる生徒の割合が
Ａ 95％以上である
Ｂ 90%以上である
Ｃ 85%以上である
Ｄ 85%未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取組方
法の見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する

②

習熟度別や少人数制の学習指導
などを通して、基礎学力の定
着・向上をはかるとともに、生
徒全般の成績向上を図る。

教務課
各学年

外部の基礎力診断テストにおいて、前年
度1・2年生の全国偏差値の4月と1月の比
較で成績上昇者は56%であった。

【成果指標】
客観的な数値によって、成績が
向上していることが認識でき
る。

外部試験において、成績上昇者の割合
が
Ａ　60％以上であった
Ｂ　55％以上であった
Ｃ　50％以上であった
Ｄ　50％未満であった

Ｂに達しないと
き、取組方法の
見直しをする。

4月、1月に行う
外部試験におい
て判断する。

③

日本語４技能（読む・書く・話
す）の育成を図るため、生徒が
自分の考えを書いたり、話した
りする場面を取り入れた授業に
努める。

教務課
各学年
各教科

自分の考えや意見を表現することが苦手
な生徒が多く、単語で答えたり理由付け
できない場面が見受けられる。授業で自
分の考えを書いたり、話したりする場面
を増やし、生徒の日本語４技能の育成を
図る。

【成果指標】
生徒が自分の考えを書いたり、
話したりする場面がある。

授業で自分の考えを書いたり、話した
りする場面があるという生徒の割合が
Ａ　80%以上である
Ｂ　70％以上である
Ｃ　60％以上である
Ｄ　60％未満である

Ｂに達しないと
き、学年・教科
において、指導
方法の見直しを
する。

授業評価アン
ケートで評価す
る。

④

「産業社会と人間」や「総合的
な探究（学習）の時間」をとお
して、キャリア教育の充実をは
かる。

進路指導課
各学年

一昨年度の83％から、前年度は76％に落
ち込んだ。２、３年生は80％を超えた
が、１年生では59％という結果であっ
た。「産業社会と人間」の学習内容を見
直し、より有用感が得られるよう授業改
善を行う。

【満足度指標】
「産業社会と人間」や「総合的
な探究（学習）の時間」は、将
来の進路を考えるための参考に
なっている。

「産業社会と人間」や「総合的な探究
（学習）の時間」の授業は自分の将来
を考える上で役立っているという生徒
の割合が
Ａ　90％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

本年度も肯定的
評価の割合がＤ
の場合、来年度
からの達成度判
断基準の見直し
をする。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する

⑤

一社会人として「生涯にわたっ
て学習する」態度の基礎を育む
ため、資格取得への挑戦を継続
させる。

進路指導課 資格取得者の割合は、一昨年度の57％か
ら47％に減少した。ただし昨年度は、取
得者の掲示方法を工夫して、合格への意
欲を高めたこともあり、漢字検定や数学
検定で上位級の合格があった。今後もさ
らに、割合の増加を目指すとともに、上
位級取得に挑戦する気運を高めていく。

【成果指標】
１年間に１つ以上の資格を取得
する。

１年間に１つ以上の資格を取得した生
徒の割合が
Ａ　60％以上である
Ｂ　55％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

Ｂに達しないと
き、進路指導課
を中心として検
討を加える。

後期の学校評価
アンケート（生
徒）により評価
する

⑥

個人面談や個別指導を充実さ
せ、教科指導・進路指導・生活
指導等において生徒一人ひとり
と向き合い、個に応じた適切な
指導を行う。

全職員 基礎学力の定着や将来を見据えた適切な
進路実現及び地域社会に貢献できる豊か
な人間性を育成するにあたり、生徒や保
護者と綿密に意見交換する場を設ける。

【努力指標】
個人面談・個別指導（教科指
導、進路指導、生活指導等）を
積極的に実施して生徒一人ひと
りにきめ細かな指導を行う。

１年間で個人面談（三者面談含む）や
個別指導を実施した延べ回数が
　＊（　）内は担任以外の教員
Ａ　150(30)回以上である
Ｂ　120～149(20～29)回である
Ｃ　100～119(10～19)回である
Ｄ　100(19)回未満である

担任、担任以外
のそれぞれがＢ
に達しないと
き、取組の見直
しをする。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（教員）によ
り評価する。

①

様々な背景をもつ個々の生徒理
解に努め、支援できる能力の向
上を目指す。

保健環境・
教育相談課
各学年

一昨年度の88%から7%下がり、前年度は
81％であった。一方で自分のことを理解
されていないと回答した生徒は3名であ
り、概ね生徒からの信頼は得ていると感
じている。今後も教師と生徒がともに理
解を深めていけるよう丁寧な相談を実施
していく。

【満足度指標】
教職員は、生徒の悩み等に真摯
に耳を傾け、生徒理解に努めて
くれている。

先生は自分のことを理解しようとして
くれているという生徒の割合が
Ａ　90％以上である
Ｂ　80％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）の平
均値により評価
する

②

地域に根ざした学校として、教
職員、生徒が一体となり、地域
の清掃などのボランティア活動
に進んで取り組む。

生徒指導課
（特活）
保健環境・
教育相談課

加賀高校キャリアアップ部の活動は定期
的に行ったが1回以上ボランティア活動
に参加した生徒は55%だった。部活動の
生徒や生徒会執行部に頼るところが大き
いため、生徒全体のボランティア意識を
高め、参加者のすそ野を広げる。

【成果指標】
教職員、生徒共に積極的にボラ
ンティア活動に参加する。

年間を通してボランティア活動に参加
したことのある生徒の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　60％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

Ｂに達しないと
き、取組の見直
しをする。

後期の学校評価
アンケート（生
徒）により評価
する

③

部活動をとおして生徒の活力を
引き出し、自信を持たせること
によって学校の活性化を図る。

生徒指導課
（特活）
各部顧問

前年度は部活動に取り組んでいる生徒の
割合が７０％未満であった。心身の成長
や強調性の育成などの面で部活動の意義
は大きいと思われる。少人数の部員で活
動の幅が狭くなることや維持が難しいこ
となどがが挙げられるが、活性化できる
ような働きかけをしていきたい。

【成果指標】
生徒が意欲的に部活動に取り組
んでいる。

部活動に取り組む生徒の割合が
Ａ　80％以上である
Ｂ　75％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

Ｂに達しない
時、各学年・各
部顧問と連携を
とり対応策を考
える。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

①

教育に対する多様な保護者・地
域住民の要請にこたえていくた
めに、ＰＴＡや地域に対して本
校ホームページや学校メールを
効果的に活用し、タイムリーな
情報を提供し、開かれた学校づ
くりを推進する。

総務課 1年生の入学説明会時に保護者と生徒に
メール登録を依頼し、新1年の保護者は
全員が登録された。生徒にも全員登録を
依頼する。前年度のホームページの満足
者の割合は82％であり一昨年とほぼ同様
である。日々新しい情報を提供し閲覧者
を増やせるよう広報活動の活性化に努め
る。

【成果指標】
生徒・保護者・ＰＴＡ役員が、
本校ホームページやメール配信
の利便性を感じている。

本校のホームページやメール配信が学
校の教育活動を知る上で役立っている
と思う保護者が
Ａ　95％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（保護者）に
基づいて評価す
る。

②

近隣の小中学校等との交流活動
や地域の活動に積極的に参加す
るとともに、学校公開し開かれ
た学校づくりを推進する。

総務課
生徒指導課
（特活）
保健環境・
教育相談課

キャリアアップ部の活動により地域貢献
活動に繰り返し参加する生徒は増えた
が、参加意欲が低い生徒への働きかけが
必要である。また、地域との連携を深め
るにあたって、地域に出向く、地域の
人々を招くといった双方向の活動を活性
化する必要がある。

【成果指標】
地域の諸活動に参加する機会を
設けたり、地域の方々を招く活
動の内容を改善したりして、地
域から愛される学校づくりにつ
ながる。

ボランティア活動以外で地域の諸活動
に参加したり地域の方々（小・中学生
含む）を招く活動に参加したりした生
徒の割合が
Ａ　60％以上である
Ｂ　55％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

年度末に調査し
て評価する。

①

教員一人ひとりの時間外勤務に
ついての実態把握を行い、個人
の時間外勤務の傾向を掴む。

多忙化改善
PT

時間外勤務が月80時間以上は一昨年度の
6名から昨年度は2名と減少した。また、
一人あたりの時間外勤務も僅かに減少し
た。

【成果指標】
教員一人ひとりが、昨年度より
時間外勤務を縮減する。

昨年度より時間外勤務が縮減した教員
の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　60％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

毎月提出する勤
務時間の記録を
昨年度と照らし
評価する。

②

教職員の多忙化改善に向けて、
業務の改善や効率化を推進す
る。

多忙化改善
PT

昨年度は日々の業務の軽減を図る取組を
実施し時間外勤務の縮減に成果が見られ
た。今年度は業務改善や業務の効率化を
図り、時間外勤務を縮減していく。

【努力指標】
業務改善や効率化に向けた取組
を実践し校内全体としての時間
外勤務の縮減につなげる。

多忙化改善に向け学校全体として業務
の改善や効率化が図られたと感じた教
員の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　60％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（教員）によ
り評価する。

5 教職員のワークライフ
バランス及びタイムマ
ネジメントの意識を高
め、多忙化改善に向
けて時間外勤務縮減
に取り組み、生徒と向
き合う時間を確保す
る。（多忙化改善ＰＴの
活性化による時間外
勤務の実態把握及び
業務改善）

石川県立加賀高等学校

教育活動の成果を積
極的に発信し、家庭
や地域から信頼される
学校づくりを推進す
る。 （ホームページと
メール配信の効果的
活用、小中学校との連
携強化、積極的な学
校公開）

4

3

① 基本的生活習慣の
確立およびスマート
フォン等の使用に係る
ルール・モラルの啓発
に努め、社会に出て
通用する規範意識を
育む。
  　（スマートフォン使
用の意識調査、挨拶
運動の推進、服装容
儀・接遇の指導、家庭
との連携強化）

1

重点目標 具体的取組

② あらゆる教育活動
を通して、日本語４技
能（読む・書く・話す・
聴く）の育成を図り、授
業力向上とキャリア教
育の充実に努め、主
体的・対話的で深い
学びを推進し、専門的
な技能の習得と個に
応じた進路実現を目
指す。　（アクティブ・
ラーニングとＩＣＴ活用
の推進、明確な「本時
のねらい」、発問の工
夫、研究授業の充実、
個人面談の充実、「総
合的な探究の時間」の
構築、プレゼンテー
ション力の育成、学び
直しによる基礎学力の
定着、有用な資格の
取得）
　

地域貢献活動を通し
て、生徒の豊かな人
間性や社会性を醸成
し、自己肯定感を高め
る。　（ボランティア活
動と地域交流授業の
推進、体験的学習に
おける「振り返りシー
ト」の活用、部活動と
生徒会活動の活性
化）

2


